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ブルキナファソブルキナファソブルキナファソブルキナファソにおけるにおけるにおけるにおける品質品質品質品質・・・・生産性向上生産性向上生産性向上生産性向上のののの制度化制度化制度化制度化についてについてについてについて    

 

2011年 4月 12 日   

政策研究大学院大学 

開発フォーラム 

 

開発フォーラムの上江洲佐代子は、2011 年 1 月 16 日～21 日にかけて、ブルキナファソ

において 2 度目の調査を行った（前回は、2009年 11 月に実施し、QC サークル活動の現状

把握を目的とした）。今回の調査目的は、(1)1989年より 2000 年の間、世界銀行の構造調整

融資の一環として（財）日本科学技術連盟の日本人専門家（宮内一郎氏、金子憲治氏1）に

よる技術指導（QC サークル、5S など）を受けた企業のうち、工業都市ボボ・ディウラッ

ソにおいてカイゼンを継続して行い、成功例とされる主要製造業 4社に対するヒアリング、

および(2)品質・生産性向上の制度化に向けた動向の把握、(3)これまでの調査を踏まえ、カ

イゼンの導入・制度化を図る他国への示唆を導きだすこと、の 3 点である。 

なお本調査は、2009 年より在ブルキナファソ日本国大使館の村田参事官、JICA ブルキ

ナファソ事務所の森谷所長、堀井企画調査員からのアドバイス・ご支援を頂いており、今

般の現地調査およびフォローアップについても多大なご協力を頂いているところ、ここに

深く感謝の念を表したい。 

 

１１１１．．．．    背景背景背景背景：：：：世界銀行世界銀行世界銀行世界銀行・・・・日本基金日本基金日本基金日本基金によるによるによるによる支援支援支援支援のののの概要概要概要概要2222    

世界銀行による支援は、QC サークル活動の導入を通し、ブルキナファソ企業の能力

強化と、QC サークル振興を担う独自の組織（ブルキナファソ品質管理協会/Association 

Burkinabè pour le Management de la Qualité:以下 ABMAQ）を設立し、人材育成と組織開

発を図ることを目的としていた。 

QC サークルは、世界銀行の支援メニューのひとつではなく、ブルキナファソに導入

が図られた契機はどちらかといえば偶発的なものであった3。当初は 1989年に世界銀行

によるパイロット事業として開始された案件であるが、QC サークル導入企業からは高

い関心をもって受け入れられ、政府からの要望も高かったため、1991 年に世界銀行が

ブルキナファソ政府に供与した第 1 次構造調整融資を補完する技術協力として支援が

スケールアップされることとなった。その資金として、日本政府が世界銀行に拠出して

いる日本開発政策・人材育成基金（以下、日本基金）が活用された。 

                                                   
1 （有）サービス経営研究所代表取締役 
2 本項については、2009 年の現地調査をもとに執筆した調査報告書（GRIPS/JICA（2010）、未公表）の

一部を抜粋したものである。概要は http://www.grips.ac.jp/forum/pdf10/burkinaPPT.pdf を参照のこと。 
3 1987年に、ブルキナファソの国営企業改革ミッションで当地を訪れた世銀職員の鈴木博明氏（当時アフ

リカ地域）が、カウンターパートである工業省の職員より、全職員参加のリクリエーションであるバレ

ーボール大会に誘われ、上司と部下の別なくプレーに興じている姿を見て、参加型の手法である QCサ

ークルの導入を思いついたことが契機である。 
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ブルキナファソ政府は、上述した構造調整策の受け入れにより、非効率的な経営で財

政を圧迫していた国営企業の合理化・民営化と、自由化のため競争的な環境にさらされ

る民間企業の強化に着手する必要があった。このように、QC サークルの導入は、現地

企業の生産性向上を図り、厳しい環境を乗り切るための手段を与えるものでもあった。

支援概要および導入企業は以下の表 1 および別添 2 の導入企業一覧のとおりである。 

 

表表表表 1111    世界銀行世界銀行世界銀行世界銀行・・・・日本人専門家日本人専門家日本人専門家日本人専門家によるによるによるによる支援概要支援概要支援概要支援概要    

期間 支援内容 主要な出来事 

パイロット 
フェーズ 

（1989～ 

1991 年） 

1989 年～90 年： 世銀 IDA の Special Project Preparation 

Facility（SPPF）より 5 万ドル拠出 

(1) QCサークルのセミナー開催、(2) パイロット5企業への導入 

1990 年～91 年： SPPF より 25 万ドルを拠出 

(1) 工業省内に QC サークル振興ユニット設置、(2) 研修（日
本・ブルキナファソ）、(3) パイロット企業での技術指導、(4) 5 企
業への新規導入、(5) 公的機関での導入準備、マニュアル策定 

 

 

 

1991 年 

・ブルキナファソ政府に
よる構造調整政策の受
け入れ（自由化政策へ
転換） 
・初の QC 大会を開催 

フェーズ 1 

（1991 年 

6 月～1998 年） 
 

現地への 

技術移転、 
組織強化 

第 1 次構造調整融資を補完する技術協力として、日本基金より
100 万ドルを拠出 

1991 年 6 月～1993 年 2 月、具体的には、(1) 工業省内の QC

サークル振興ユニットへの支援と、QC サークル協会の設立、
(2) 研修（日本・ブルキナファソ）、(3) 9 企業での技術指導、(4) 
企業への新規導入、公的機関でのパイロット事業、(5) ブルキ
ナへの QC サークル適用にかかる社会文化面・組織面における
分析、(6) 他アフリカ諸国への適用も視野に入れたマニュアル
策定、(7) セミナー開催 

 

1992 年 

・ブルキナファソ QC サ
ー ク ル 協 会 （ 現
ABMAQ）設置 

1994 年 

・通貨切り下げ（50%） 
1990 年代中盤～ 

・主要な国営企業の民
営化 

フェーズ 2 

（1998 年 11 月
～ 

2000 年 6 月） 

第 2 次構造調整融資を補完する技術協力として、日本基金より
70 万ドルを拠出 

(1) 民間企業への技術指導、(2) 公的機関への適用、(3) 現
ABMAQ の能力強化 

 

2000 年 

・UEMOA 共通域外関
税の導入 

・PRSP 策定 

出所：筆者作成 

    

また、2009 年の現地調査などを踏まえ、過去 20 年間の QC サークルの成果および課題

をまとめたものが以下の表 2である。 

    

表表表表 2222：：：：QCQCQCQC サークルサークルサークルサークルのののの成果成果成果成果とととと課題課題課題課題    

 成果成果成果成果 課題課題課題課題 

個人個人個人個人レベルレベルレベルレベル ・ 96.8%の回答者が QC サークル活動に満

足（Sanou,1995）。現地調査時にも同様の

意見が確認できた。 
 

・ 無償の業務外活動。 

・ 報償制度の欠如。 

・ 現場レベルでの新たな取組み（ISO

など）との混乱。 

組織組織組織組織レベルレベルレベルレベル ・ 労使関係の変化。監督者と労働者間のコ

ミュニケーションが改善。 

・ QC サークルの導入により、品質担当部

・ 経営陣のコミットメント不足。 

・ 報償を含むインセンティブ制度の欠

如。 



 3 

門・責任者が配置され、品質教育も社内で

拡大（当初、品質部門を有していたのは

SAP 社のみ）。 

・ 生産性の向上、財務諸表の改善。 

例：二輪用タイヤのチャンバーの欠陥率を

半年間で 6.55%→3.56%に改善、年間

22 百万 FCFA の経費節減をもたらした

（SAP 社）。 

例：申請から給付までの時間を 6 ヶ月→1

ヶ月に短縮（CNSS/社会保障給付庫）。 

例：例年メッカ巡礼の際に死傷者が出る原

因を分析し、予防策を講じ 

て死傷者数をゼロに。サウジアラビア政府

からブルキナファソ政府に対し表彰状が

贈られた（OST／医療サービス機関）。 

・ 生産性向上による財務諸表改善は、

電力高などの高コスト要因で一部相

殺される傾向（→インフラ開発など競

争力向上に関する取組みの必要

性）。 

・  QC サ ー ク ル 活 動 と 新 た な 標 準

（ ISO9001:2000）との 関連 の明確

化。 

・ 企業（特に中小・零細企業）は品質・

生産性向上にかかるコストを負担で

きない。 
 

政 府政 府政 府政 府 ・・・・ 社 会社 会社 会社 会

レベルレベルレベルレベル 

・  独自の振興機関（ABMAQ）の設立によ

り、現地レベルでの人材・知識の蓄積が進

んだ。 

・ 主要産業・政府機関において品質・生産

性向上が醸成される下地が形成された。 

・  周 辺 国 へ の 波 及 効 果 （ 特 に マ リ ） 、

UEMOA 地域品質プログラムへのスケー

リング・アップ。 
 

・ ABMAQ を含む、品質に関する政府

関連機関の見直し。 

・ 政府による支援の欠如（輸出を除き、

品質が重要課題となっていない）。 

・ 人材育成と知識・技術のブラッシュア

ップ。 

・ 消費者の購買力が低く、品質の良し

悪しも問われない傾向にある 

出所：筆者作成 

 

２２２２．．．．    ブルキナファソブルキナファソブルキナファソブルキナファソのののの主要企業主要企業主要企業主要企業におけるにおけるにおけるにおけるカイゼンカイゼンカイゼンカイゼンのののの現状現状現状現状 

 今次調査においては、QC サークル、カイゼン手法を実施する企業の中でも成功例といわ

れる大手製造業 4 社（いずれも首都から 500 キロの工業都市ボボ・ディウラッソおよびバ

ンフォラ地方に所在）を訪問し、各社の品質管理担当者より、QC サークル活動の状況や成

果などについてヒアリングを行った（詳細は別添 3：面談録を参照）。 

どの企業においても、厳しい経済環境にも関わらず（特に昨年からの象牙海岸の内紛に

よる原材料調達難や、主要輸出品である綿花の市場価格の低迷）品質向上の重要性は強く

認識されており、QC サークル活動がなければ生き残れなかったと語る社員が多かった。労

働者のモーティベーションや企業へのコミットメントを促す他、異なる部族から構成され

る複雑な人間関係を円滑にする手段として、重要な経営管理ツールであるとの声もあった。

また、多くの企業・政府機関が国際標準規格である ISO 取得に向けた取組みにも着手して

いたが、QC サークルの実践が根付いている企業では、既存の制度や経験を基盤にしながら

全社的な活動へと移行させる方向に進んでいるのに対し、いきなり ISO の導入を試みてい

る企業・政府機関においては、研修を受講しても具体的な道のりが分からず、頓挫してい

るとの話も多く聞いた。 

課題として挙げられたのが、経営陣のコミットメント不足や、国際標準規格である ISO

との関係であり、このような状況において、日本人専門家によるセミナーや指導が再開さ
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れると良いとの要望も多くあげられた。 

 

３３３３．．．．    制度化制度化制度化制度化にににに向向向向けたけたけたけた動動動動きききき 

(1) 品質向上品質向上品質向上品質向上にににに関関関関わるわるわるわる機関機関機関機関 

前述した通り、主要企業および政府機関内においては、全盛期（90 年代）より数は減少

したものの QCサークルや品質向上に向けた活動が継続している一方で、品質向上に焦点を

当てた政策や、品質向上に関わる省庁間の調整機能はこれまでのところ存在しなかった4。

また、ブルキナファソ（および仏語圏アフリカ諸国）において品質向上(qualité)といった場

合、企業レベルの生産性向上（productivité）よりも、西アフリカ経済通貨共同体（UEMOA）

レベルの品質向上に向けた取組み（＝ISO等の国際標準の認証取得に向けた品質管理手続き、

accréditation）を指す傾向が強い5。その結果、同国において企業の生産性向上を振興する機

関は ABMAQ のみであり、残る機関の多くは品質管理手続きの標準化や基準の遵守に従事

している。そして、国家レベルの方針や調整機関がないため、各省庁内の個別の活動が調

整なしに実施されているのが現状である。 

品質向上に関わる機関・組織を整理したものが以下の図 1 である。 

 
図 1：品質向上に関わる組織 

UNIDO(2005)
6
 p.74より 

 

                                                   
4 民間セクター開発戦略や、最新の「成長加速と貧困削減戦略」上には記載があるが、一般的な言及に留

まっている。 
5 この背景として、農産品輸出に関しては、主な交易地域である EU市場向けの輸出基準の遵守が求めら

れることや、その他の製品・サービスについても ISO 認証が競争入札の条件として課されており、認証取

得が政府・企業にとって喫緊の課題と目されていることが挙げられる。 
6 Les petites et moyennes enterprises alimentaires à l’heure de la qualité, Approche qualité de l’ONUDI dans le 

secteur agroalimentaire ; Experiences et etudes de cas au Burkina Faso, UNIDO/ONUDI, 2005 
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品質向上（認証取得）に関係する政府関係機関を機能別に分けると、 (1)標準化

（normalization）の中心的役割を担うのが、工業省の輸出振興局(ONAC)内に 1998 年に設置

された FASONORMであり、他に保健省、牧畜省、農水省、住居・都市計画省などが専門部

局を設置している。また、(2)検査（inspection et contrôle）や、(3)試験・分析(analyse)につい

ては、上記省庁内に設置されている検査機関に加え、保健省下の国家公衆衛生試験所

（Laboratoire National de Santé Publique：LNSP)が中心となる他、民間の製造業（SOFITEX社

など）も独自の試験所を設置している。 

 

一方、生産性向上に関する機関は、1992年に設立された業界団体の ABMAQ
7であり、首

都ワガドゥグにおいて、民間企業・政府機関を対象とした研修や、モニタリング・評価を

行っている。現在は事務局長 1名、庶務 1名の他、設立時に日本・アジアなどで QCサー

クル・TQM を学んだ研修指導者 7名という小所帯で運営している8。これは前事務局長（現

工業省輸出振興局(ONAC)局長）のMr. Bayili9によると、アジア諸国の経験に倣い、民間企

業との協働が可能になるよう組織の柔軟性を重視したためである。 

主な財源は企業向け研修であり、公的資金の給付はない。研修内容は QCサークルに留

まらず、時代の要請に応えるために 2006 年以降は ISO 取得や品質管理全般に関する研

修へと分野を広げている。しかし全般として、近年の厳しい経済環境を受けて会員数10お

よび研修受講者数11は大幅に減少しており、ABMAQ の活動にも大きな制約を課している。 

現在 ABMAQには 20人ほどの民間コンサルタントが登録されており、彼らも企業などへ

の研修・評価に従事している。QCサークルを長く継続している企業の場合は、社内の品質

管理責任者や QC サークルのファシリテイターが定期的に ABMAQ の研修を受けているた

め、基本的な事項については社内で指導し、評価のみ ABMAQが行う事例も多い。ABMAQ

などの研修を受けた人材が起業した民間コンサルティング会社が数社存在するが、その多

くはニーズの高い食品加工業、公衆衛生分野を対象としている。 

ABMAQ会員の多くは首都ワガドゥグおよび工業都市ボボ・ディウラッソに集中しており、

その他の地方への普及は（企業側の取組みによるものを除くと）進んでいない。首都から

離れたボボ・ディウラッソにおける活動が活発なのは、人材流出の少ない製造業の中に日

本人専門家の指導を受けた層が残っており、またボボ・ディウラッソに本社を構える民間

企業（SOFITEX 社）の品質管理責任者が ABMAQ の会長職を兼ねることで、QC サークル

                                                   
7 ABMAQ の例に倣い食品加工業の品質管理協会として設置された ABPAQ-EA、そして獣医師により結成

された食品衛生品質管理協会があるが、活動状況は明確ではない。 
8現 ONAC局長の Mr. Bayili は、無償で継続的に運営に関わっている他、加盟企業から構成される運営委

員会も活動方針策定などに関わっている。 
9 Mr. Bayili はパイロットフェーズ以降、一貫して QCサークル活動の振興に従事しており、政府と民間企

業の双方に広い人脈を有している。 
10 90 年代は 60 社ほどが加盟していたが、2011 年時点では 16 社のみである。 
11 2005年までは年間約 450名が研修を受講しているが、2006年以降は、250～300名弱と落ち込み、2008

年度は目標値の 350名を大きく下回る 154名に留まっている 
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の啓蒙とメンバー間の知識を共有する場が確保されている点にあるだろう12。 

ABMAQのクライアントは、現時点でも大企業、政府機関が中心である13。2005 年以降は

中小企業へのサービス拡大も試みられているが、資金面での制約のある中小企業が ABMAQ

のサービスを享受することは難しく、ドナー(UNIDO、EC、世界銀行)からの資金協力を得

てはじめて受講が可能になっている。 

 

(2) (2) (2) (2) 国家品質政策国家品質政策国家品質政策国家品質政策ととととハイレベルハイレベルハイレベルハイレベル品質委員会品質委員会品質委員会品質委員会    

制度化という観点からは不十分であるといえ、ブルキナファソで品質向上ムーブメント

（mouvement qualité）を担ってきたのは ABMAQであり（「国家品質政策策定に向けた報告

書」14
p.36）、外部より支援を受けていた 90 年代は、数百人規模の労働者を集めた国家 QC

サークル大会15やセミナー・研修などを実施し、国内人材の育成と知識・技術の蓄積に大き

く貢献してきた。しかし外部支援が終了した後は、業界団体との位置づけゆえ政府からの

支援を受けられず、また厳しい経済環境を反映し、過去数年は活動が停滞していることは

前述の通りである。なお、ブルキナファソには、品質・生産性向上に関する国家資格や認

定制度は存在せず、これも今後の課題であるとの話であった。 

このような状況を克服するため、世界銀行・日本人専門家による支援が終了した 2000年

以降、Mr. Bayiliや ABMAQ が中心となり、国家品質政策の策定・実施に向けた働きかけを

開始した。その結果、2008 年より工業省内において、「国家品質政策」（Politique Nationale 

Qualité）策定に向けた作業が開始され、アフリカ開発銀行の資金援助を得て、民間コンサル

タント16に同政策の骨子と実施体制案の作成が委託された。成果品である「国家品質政策策

定に向けた報告書」は 2010 年秋に完成し、同年 10 月には閣議で審議・採択された。2011

年には首相府レベルでの審議・採択を予定している。注目すべきは、政策実施のメカニズ

ムとして、首相府下に設置され、省庁横断的な調整を担う「ハイレベル品質委員会(Comité 

Supérieur de la Qualité: CSQ)」の設置が提言されていることである17。実施体制についてはま

だ不明であり、今後の調査で詳細を詰めることとしているが、CSQ の設立により、全国レ

ベルで官民一体となった品質向上にかかる活動計画の実施が進められる予定である18。 

                                                   
12 今般訪問した各社とも、他社における QCサークルや品質向上に向けた取組み状況について熟知してお

り、随時企業間での情報共有が行われていることが窺える。 
13 この点について、Mr.Bayili からは、「組織・資金面である程度基盤のある大企業、政府機関に対象を絞

った方が成果が出やすく、当初から中小企業や国土全体を対象とするのは現実的な選択肢ではない。特に

人材・資金面で制約の多い途上国の場合、まずは小さく始めるのが妥当ではないか」との説明があった。 
14 Elaboration d’une Politique Nationale Qualité pour le compte du Gouvernement du Burkina Faso (Ministère du 

Commerce, de la Promotion de l’Entreprise et de l’Artisanat/Initiatives Conseil International, 2010) 
15 1991 年より毎年開催され、大会には工業省大臣なども出席する。 
16 当初は国内入札であったが、人材がいないため国際入札となり、西アフリカ地域を主な活動地域とする

フランス系コンサルタント会社(Initiatives Conseil International社、本社はブルキナファソ)が受注した。 
17 ハイレベル品質委員会の設置自体は、2007 年に制定された「品質に関する標準化・認証・振興のため

の国家制度法」http://www.legiburkina.bf/jo/jo2007/no_27/Decret_2007_387.htm にて既に言及されてお

り、国家品質政策の策定を以て、本格的な実施へと移行する見込みである。 
18 品質向上には需要側（消費者）の意識向上も重要であり、消費者団体なども含めた体制となる予定。 
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国家品質政策の目的は、「競争力向上の鍵である品質振興を担う国家機関を設置し、併せ

て国民の生活と環境の保護も図る」ことにあり、具体的には、(1)消費者保護、(2)ブルキナ

ファソの生産セクター開発の阻害要因を取り除き、市場の要求する基準を満たすこと、(3)

輸入品（物品・サービス）が国民のニーズと期待に応え、国内外の基準を満たすこと、に

ある。そのための活動計画の柱として、(1)国家レベルでの振興機関である CSQ の設置によ

り、現在は乱立している品質関係組織の整理と調整を図り、品質振興にかかる恒久的な基

金を設置する、(2)国内外の品質に関する基準を満たすための能力強化支援（ニーズ・アセ

スメント、研修、企業向けインセンティブ（品質向上のための資金）の提供）、(3)国民レベ

ルに品質向上の重要性を啓蒙する（国家品質賞、セミナー開催など）、ことが掲げられてい

る。この中で、ABMAQの機能・役割も、他機関（FASONORMなど）との整理・統合を踏

まえ、品質向上振興機関としてより強化される見通しである。 

このように、ブルキナファソにおける品質向上に向けた制度化の動きは、QC サークルの

導入より 20 年を経て、ようやく本格化することが見込まれる。今後の政府の動向を注視す

る必要がある。 

 

４４４４．．．．    まとめまとめまとめまとめ 

(1)    ブルキナファソブルキナファソブルキナファソブルキナファソにおけるにおけるにおけるにおける成功成功成功成功のののの要因要因要因要因とととと他国他国他国他国へのへのへのへの教訓教訓教訓教訓 

現在、サブサハラアフリカ諸国の中でも、エチオピアやガーナなど、カイゼンの導入を

試みる国が存在する。ここでは、ブルキナファソにおける成功の要因と、これまでの経験

から導き出せる教訓について簡単に記したい。 

ブルキナファソは、ODA によりカイゼンが根付いたアフリカでは数少ない事例であり、

日本人専門家に指導を受けた企業人材が多く存在する。アジアと異なり、日本企業の進出

がない19同国においてカイゼンが継続されてきた背景には、(1)11 年に亘る長期的な技術指

導、(2)社会文化的な要因、(3)振興機関（ブルキナファソの場合 ABMAQ）の役割と、当該

機関に有能で熱意のある Mr. Bayili のようなカウンターパートの存在、などが考えられる。

(2)について補足すると、もともとブルキナファソには、他のアフリカ諸国と同様に、小

集団による参加型の活動が受け入れられる社会文化的な背景があり、農村部で展開され

ているナーム活動（Mouvement Naam）20と QCサークルとの類似性が指摘される他、ワ

ガドゥグ大学の Illa 教授は、QC サークルなどを含む日本式経営手法の特徴とアフリカ

的価値観とされる Ubuntu（人間同士の連帯）との類似性に着目している。 

                                                   
19 ボボ・ディウラッソには 2009 年 12 月まで二輪車のノックダウンがあり（SIFA社、2009 年 12 月に倒

産）、同社と技術提携していたヤマハ社は 80年代から 2000年にかけて技術者を派遣していた。ブルキナフ

ァソ人の移動手段は二輪車が多く、高品質・耐久性の高いヤマハは高い人気を誇るが、低い購買力を反映

し、やむなく廉価品などで代替する人も多い。 
20 ナーム活動は、教師であった Bernard Ledea Ouedraogo氏が 1967年以降に開始した農村開発イニシアテ

ィブであり、外部より持ち込まれたトップダウン型の農村開発に対し、農村に存在する伝統的なボトム

アップ型の集団活動を通し、コミュニティ内の生計向上やサービス提供に従事するものである。また、

部族や年齢、性別、貧富の差に関係なく集団で活動することに重点を置くことからも、QC サークル活

動との類似性が指摘されている。現在は他の西アフリカ諸国（9か国）にも活動を展開している。 
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その一方で、11 年と長く続いた外部支援ではあったが、カイゼンを現場レベルから全社

的な取組みへとスケールアップする前の段階で支援が終了したため、企業内では、現場レ

ベルのカイゼン（QC サークル、5Sなど）を経営の中に取り込むための TQM (Total Quality 

Management）の推進、あるいは ISO との関係で試行錯誤を重ねている姿も多く見られた。

そして、日本人専門家に直接指導を受けた第 1世代の間に知識が留まっているため、第

2 世代への技術移転も今後の課題である。というのも、既に民間のコンサルタントが育

成されているものの、現在は西欧型（フランス型）の研修を受けた人材が多く、それま

でに蓄積されている QCサークルの経験を十分に理解せず、別の新たな手法の導入を図

って現場が混乱する場合が散見されるためである。 

これらを踏まえ、他国が導入・実施する際の留意点としては、 (1) カイゼンを実施

する企業側（トップレベルと現場の労働者の両方）にそのメリットを強く認識・納得さ

せること。ブルキナファソの場合、国家の支援がなくとも継続してきたのは、ひとえに

企業側がそのメリットを理解していたからである。(2)振興機関に有能なカウンターパ

ートを長期間配置すること、(3) 振興機関はまずは小さく（light)、民間企業との協働

が可能となるような柔軟な機関とすべき、(4)人材・資金的な制約がある国・地域の場

合、いきなり全国展開は目指さず、大企業や政府機関など体制がある程度しっかりして

いてカイゼン実施に向けたチームが長期的に作れるところで成果を出すこと。中小企業

は足腰が弱いため、資金・人材面での支援体制を拡充しない限り継続できない可能性が

高く、そのような点にも留意した制度設計が必要、などの諸点が挙げられる。 

 

(2)    日本日本日本日本のののの支援支援支援支援のののの可能性可能性可能性可能性についてについてについてについて 

今般のヒアリングを通し、多くの企業が日本人専門家によるセミナー実施を要望してお

り、現在は QC サークル活動を休止した企業・組織の中にも、機会があればぜひ再活性化さ

せたいと望む声も多く聞かれた。加えて、今後実施に入ると思われる「国家品質政策」の

実施主体である「ハイレベル品質委員会」の体制づくりと活動計画の実施促進に向け、日

本に期待する声もあがった。まず、ブルキナ人、欧州ドナーは政策策定などの枠組み作り

は得意ではあるものの、具体的な実施についてノウハウはないため、このままでは委員会

の形骸化が懸念される。そこに、具体的な実施を得意とする日本の技術支援（短期専門家

派遣など）と併せることで、既存の枠組みや支援と補完的となるだろう21。その際は、既存

の日本の技術支援（JICA「保健セクターにおける TQM研修」）を入り口としつつ、他ドナ

ー（アフリカ開発銀行、EC、世界銀行など）と協調しながらよりハイレベルの体制構築に

向けた支援につなげられるとよい22。また、ブルキナファソにはUEMOA の本部があり、

                                                   
21 前述したように、QC サークルで成果を挙げている企業は、ISOなどの取組みにおいても進捗を見せて

おり、補完性を示すよい事例といえる。 
22 「保健セクターにおける TQM研修（地域研修）をバンフォラでも実施しているが、保健省の政策と現

場の取り組みの双方から盛り上げる必要があると感じている。国家品質政策についても、枠組みは欧州

などが作り、実施段階は QCサークルなどの具体的な取組みが適切ではないかと感じる。カウンターパ
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同国のみならず UEMOA レベルにおいても、日本的な品質向上アプローチの深化を図るこ

とも可能になる。いずれにせよ、ブルキナファソにおいては、ABMAQ をはじめ国内にあ

る一定の人材・知識のストックがあるため、それらを最大限に活用しながら、知識・技術

のアップデートを図ることが肝要である。 

 日本の灯した明かりを絶やさぬためにも、ぜひ、日本人専門家23によるセミナー・研修開

催や、ハイレベル品質委員会の具体的実施に向けた継続的な協力の可能性について、日本

国大使館および JICA 事務所にてご検討頂ければ幸いである。 

                                                                                                                                                     
ートの保健省からも、QCサークル活動の拡充に熱心であるため、JICAの既存の取組みとうまくつなげ

られればよい」（別添 3議事録、JICAブルキナファソ事務所堀井企画調査員のコメントより） 
23 かつてブルキナファソにて技術指導を行っていた金子憲治氏のように、現地の経済・社会・文化をよく

知る専門家の派遣が望ましい。 
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別添別添別添別添 1    行程行程行程行程・・・・面談者面談者面談者面談者リストリストリストリスト 

 

１月 16 日（日）17:40 ワガドゥグ着 

1 月 17 日（月）11:00 工業省輸出振興局(ONAC) Justin Bayili局長 

               15:30 ABMAQ Ousséini Ouédraogo 事務局長 

        16:00  ABMAQ コンサルタント  

Mr. Moussa Soulema, Mr. Vincent Nana 

    17:00  UEMOA地域品質プログラム担当者 Ms. Léontine Lompo 

    17:30  工業省産業レベルアップ室 Mr. Bamogo Barthélémi 

1 月 18 日（火）10:00  国家公衆衛生試験所（LNSP）品質管理ユニット 

           品質管理・技術局長 Dr. Elie Kabre  

                      標準課長 Dr. Daniel Ouédraogo 

           Mr. Nikiema Fulbert, Ms. Sonda Belemloogri Asseto、他 2 名 

               15:30  SONABEL（電力公社）品質管理担当者 Ms. Joséphine Bassole 

        17:00  SODEPAL社 Ms.Zoundi  

1 月 19 日（水）ワガドゥグ→ボボ・ディウラッソに移動 

        16:00  SOFITEX社  

品質管理担当者 Mr. Jonas Bayilou 

QC サークルガレージ部門ファシリテイター Mr. Sidibé Shaly  

QC サークルボボ第 3 工場ファシリテイターMr. Traoré Soulema 

QC サークルメンバー Mr. Nikiema Jerome  

        17:00  SAP Olympique社  

品質管理担当者 Mr. Joachin Zoungrana 

QC サークルメンバーMr. Sanon Souleymane, Mr. Lipoba 

1 月 20 日（木）09:00  SN-SOSUCO 社（バンフォラ地域） 

           品質管理担当者 Mr. Bakary Sanou 他 5名 

        12:00 Winner Industrie社  

           品質管理担当者 Mr. Amadou Traoré、他 1 名 

1 月 21 日（金）ボボ・ディウラッソ→ワガドゥグに移動 

        13:00 JICA ブルキナファソ事務所 

                     森谷所長、小川所員、堀井企画調査員 

        15:30 在ブルキナファソ日本国大使館 

           村田参事官、野坂専門調査員、江頭理事官 

        19:40 ワガドゥグ出発 
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別添 2：関係者関係者関係者関係者・・・・実施企業実施企業実施企業実施企業24とのとのとのとの面談録面談録面談録面談録（（（（概要概要概要概要）））） 

 

ワガドゥグ（首都） 

1 月 17 日（月） 

(1) Mr. Justin Bayili（工業省輸出振興局(ONAC)局長） 

・ （政府の役割と制度化のプロセスについて）1989年に世界銀行のパイロット事

業が開始され、工業省内の QCサークル振興ユニットに自分を含む 3名の職員

が配置されたのが始まり。工業省および導入した企業からの反応が良かったた

め、自らが工業省・財務省にかけあった結果、1991年より世界銀行による技術

協力のフェーズ 1 へと結び付いた。しかし、その過程に他省庁などは係わって

おらず、世界銀行のカウンターパートである財務省が資金面で係わったのみで

あり、他国に見られるような、国家レベルでの制度化は見られなかった。これ

が現在品質向上に関する取組みの停滞の一因であるだろう。 

・ 世界銀行・日本人専門家の支援が終了する 2000 年頃より、国家品質向上政策

の策定・実施に向けて働きかけた。その結果、2008 年にアフリカ開発銀行の資

金提供を受けて、工業省が民間コンサルタントに国家品質向上政策の骨子と実

施体制に関する報告書作成を委託した。同報告書は 2010 年 10 月に、閣議で審

議・採択され、今後は首相レベルで議論される予定。国家品質政策の課題は資

金であり、アフリカ開発銀行の他、EC へと資金拠出を要請している。 

・ 国家レベルでの制度化は不十分だったとはいえ、ABMAQ の設置は非常に重要

であった。自分自身、90年代に東アジア諸国（シンガポール、マレーシア、日

本）を訪問し、定期的に QC サークル大会に出席しながら QCサークル活動や

制度化のための仕組み（民間を主体とする業界団体）について学んだことが、

ABMAQ 設置につながった。現在もシンガポールなど（PSB）で研修を受講し

ている。 

・ なお、民間企業との協働が可能となるよう、ABMAQ を工業省下の組織ではな

く業界団体（association）にする点は譲れなかったため、設立にあたり、自ら

は工業省を退職して事務局長になるしかなかった。現在は工業省職員に戻って

いるが、品質向上は自分のライフワークであり、周囲からは頑固だと言われる。

品質向上を国家レベルの取組みとするため、首相府、財務省、工業省、総務省

などに働き続けており、今般の国家品質政策の実現を目指して、他省庁との調

整・根回しを行っている。 

・ （中小企業への支援の展開について聞いたところ）ブルキナファソの場合、ま

ずは大企業を対象にしており、中小企業を当初から支援対象に含めることは現

                                                   
24 企業の概要については下記も参照ありたい。

http://www.grips.ac.jp/forum/pdf10/burkina-interviewchart.pdf 
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実的ではなかった。現在、同国には知識・技術の蓄積があるため、中小企業へ

の普及を図っているが容易ではない。ゼロから制度を構築する国の場合、でき

るところから始めるのが妥当であろう。 

 

(2) Mr. Ouésseini Ouédraogo（ABMAQ事務局長） 

・ 国家品質政策については、2010 年 10 月に採択され、今後は品質に関わる多様

な機関の整理・統合を含めた詳細な実施体制について調査する必要がある。特

に ABMAQ のような業界団体と、認証などに関わる政府機関との統合をどのよ

うに進めるかが鍵。 

・ ABMAQ は長いこと政府の支援を受けていなかったが（特に 90 年代から 2002

年にかけてはなおざりであり、ABMAQ は品質向上に関わる唯一の組織であっ

た）、民間セクター開発プログラムや、政府の成長戦略の中で品質への関心が

高まったおかげで、第 2 回国家品質賞の開催に対し、工業省より 8 百万 FCFA

が供与された。 

・ 自分自身は日本人専門家からの指導を受けていない世代であり、正直なところ、

アジアの経験や QCサークルというアプローチに若干懐疑的であり、主流派と

なりつつある ISO などを志向していたが、2010 年に APO による研修（4 週間

＠南ア、台湾による協力）を受講し、過去のものと思っていた QC サークルが

今でも適切な手法であると確信した。 

・ （ABMAQ 加盟企業のパフォーマンスについて）全盛期は 60 社が会員であっ

たが、現在は 15 社ほど（なお、世界銀行の支援を受けて、工業省（商工会議

所）の外郭団体として機能しているMaison d’Entreprise du Burkina Faso(MEBF、

企業へのワンストップサービス提供)は 400 社ほどの会員を擁する）。現在、QC

サークルが活発なのは、SONABEL, SN-SOSUCO, Winner Industrie, SOFITEX, 

SAP Olympique社。同国の基幹産業である SOFITEX 社（綿花）は、年間 15～

20 百万 FCFA を QC サークル活動予算としていたが、ここ数年綿花セクターを

取り巻く環境が非常に厳しかったため、中断している。しかし今後再開する見

込みである。 

・ ABMAQが研修などを委託する民間コンサルタントは 20 名ほど。 

・ （中小企業への普及について）メンバーに中小企業は含まれていない。中小企

業には ISO は必要ではなく、また品質に対する意識も低く、コストも負担でき

ない。そのため、国家品質政策の中において、品質振興基金（fonds d’appui 

promotional de qualité）の設置を提案している。アジアの経験から学んだことは、

実務志向（pragmatique）であり、小さなところから始める点。それを参考にし

ながら、まずは食品加工業へと拡大する予定。 

・ 同じ活動でも、英語圏においては生産性（productivité）と称される一方、仏語
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圏では品質（qualité）と呼ばれ、後者は企業・労働者にとって敷居が高い印象

を与えることも、品質向上の取組みが進みにくい一因であるだろう。 

 

(3) Mr. Moussa Soulama, Mr. Vincent Nana（ABMAQ コンサルタント） 

・ （Soulema氏は、2009年 12 月に倒産した SIFA 社（二輪車のノックダウン）に

おいて、1989年~2006年まで技術指導を担当しており、現在は AMBAQ 専属コ

ンサルタント）。QC サークル活動により、労働者の意識（mentalité）が変革し、

大変よいツールである。SIFA 社は、QC サークル導入以前の 1986 年より、ス

ズキ社の技術連携を受けて 5Sに取り組んでいた。その後、提携先が 1988年に

ヤマハ社に変わり、2001 年まで技術提携が続いた。SIFA 社は仏企業とも提携

していたため、日本のアプローチと比較すると、日本のやり方は労働者を巻き

込み、人間性を重視 (dimension humaine)するものであるのに対し、仏の場合、

品質管理は外部委託で現場の労働者が関与しないという差があった。 

・ （Nana 氏は、Savana 社、Dafani 社（ジュース製造、現在休業中）への技術指

導を行っていた ABMAQ 専属コンサルタント）政府の支援により 2007 年に開

業した Dafani社は、地元マンゴーなどを活用したジュース製造で急成長し、地

場企業育成の好事例として高く期待されていたが、突然休業し（工場移転によ

り原材料調達が難しくなったとの話であるが詳細は不明）、再開は 2011年春の

予定とされている。Nana 氏は Dafani 社の工場立ち上げに関わり、労働者を雇

用の際に QC サークル活動への参加を条件としたため、一定の理解が得られて

いた。今後はトマトジュース製造を行う予定であるが、そこでも QC サークル

活動を実施する予定。 

・ 日本人専門家による定期的な技術指導があった時は、経営陣のコミットメント

もあり、QC サークル活動、品質向上活動も円滑であった。このため、日本人

専門家が年に 1回でも訪問してくれることを要請したい。 

 

1 月 18 日（火） 

(4) UEMOA地域品質プログラム担当 

・ 担当の Ms. Lompo は異動してきたばかりとのことで、詳細な話は聞けなかった

が、現在フェーズ 2 を実施中の UEMOA 地域品質プログラムは 2011 年で終わ

り、フォローアップはないだろうとのこと。 

 

(5) 工業省 産業レベルアップ室 

・ 産業レベルアップ室は、チュニジアの経験を踏まえ、すべての UEMOA加盟国

に設置されている。現在は UEMOA 地域プログラムとして、加盟国全体の産業

レベルアップ計画に基づき企業への支援を行っているが、国毎のプログラムも
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策定・実施される予定 

・ ブルキナファソの場合、2010 年より産業レベルアップの国別計画策定プロセス

が始まり、プログラムは完成していないがパイロット段階として企業への支援

を開始している。まず企業からの関心表明を受け、産業レベルアップ室でスク

リーニングを行い、15 社を選定（中小業～大企業）。選定企業を対象とした事

前診断(pré-diagnostique)を行い問題を明確化した上で、コンサルタントによる

戦略的な診断調査が実施される。企業の最大の課題は資金調達であるため、新

規設備投資の 20％（上限 50 百万 FCFA）までをプログラムが負担し、人材育

成などは 80％まで支援する。 

 

(6) LNSP（国家公衆衛生試験所） 

・ 2005年以降、UEMOA の支援を受けて品質管理体制を強化。LNSP は品質管理

ユニット（Cellule de pilotage de la Qualité、34 名が所属）があり、ISO 取得に向

けた取組みを実施している。QC サークルは実施していない。 

・ 品質管理分野ではないが、日本（JICA）の支援により年間数名が日本での研修

に参加している。 

 

(7) SODEPAL社（食品加工業） 

（創業者・会長の Ms. Simoune Zoundiが出張中であったため、娘の Ms. Zoundiと

面談。品質向上への取り組みについては GRIPS/JICA（2010）にて既述のため、新

たな点のみ記す） 

・ 現在、産業レベルアップ室よりマーケティング分野で支援を受けている。 

・ 栄養補給食品の Vitaline は、すべての人にアクセス可能なよう、低価格（１袋

100FCFA）で提供しており、現在は現地 NGO(Nutri Faso)、WFP に卸している

他、マリ、ニジェールにも輸出している。従来品は、牛乳と熱湯が必要であっ

たため、農村での普及を図るため、ぬるま湯のみで飲用可能なインスタント版

を製造し、１袋 135FCFA で販売し始めた。 

・ 国内に同業他社はいるが、SODEPAL は歴史もあるため、地元企業では優位に

ある。競合相手は外資のネスレであり、今後は SODEPAL社も包装などを改善

したいと考えている。 

 

(8) SONABEL（電力公社）   

（品質向上への取り組みについては GRIPS/JICA(2010)にて記述） 

・ 労働者の意識（mentalité）に大きな好影響をもたらしており、QC サークル活

動は有益。国家品質政策の枠内において、QC サークルの再活性化は不可欠。 
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ボボ・ディウラッソ（工業都市） 

1 月 19 日（水） 

(9) SOFITEX社（綿花、基幹産業の一つ）  

・ QC サークル活動の継続性は、企業が健全に経済活動を行える状態にあるかど

うかにかかっている。本来は、危機の時こそ品質への取組みが必要であるが、

社内で制度化されていないと活動が停滞してしまう。また、危機的状況の間、

QC サークル活動によるメリット・インパクトが、企業レベルで見えにくい点

も問題である。SOFITEX 社の場合、綿花の市場価格が下落し非常に厳しい環

境にあったため、ここ数年活発な活動はできなかった。しかし市場価格が今後

上昇するとのことで危機的状況を脱しつつあるため、今年より QCサークルと

ISO の両輪による「品質ムーブメント(mouvement qualité)」の推進を図る予定。 

・ 停滞期にあっても活発だったのは、5 つの QC サークルがあるガレージ部門で

あり、大半は 15年以上活動。国家 QCサークル大会でも頻繁に入賞している。 

・ 課題は、経営陣のコミットメントが得られないことと、（セクターの性質上）

年間を通し 4－6 カ月しか活動できない点。SOFITEX 社の場合、従業員数も多

く向上・職場が分散しているため、定期的に会合をすることが難しいこともあ

る。とはいえ、社内で QC サークルのための予算が確保されており、研修予算

の 40％は QC サークルの研修に充てられている。2002 年～2005 年の間、社員

の半数以上（工場では 52％、幹部の 60％）が定期的に研修を受講している。 

・ このため、皆が興味を持つテーマを設定することが重要であり、例えばバンフ

ォラの工場でのテーマ（綿糸の品質が悪い）は全社に拡大し、標準化された好

例である。品質向上は全社的な取組みが必要なため、幹部は ISO研修を受講済

みであり、今後は charte de qualité（品質政策）を作成し、QCサークル活動を

恒久化させる予定。 

 

(10) SAP Olympique社（二輪用タイヤ製造業） 

・ SAP 社は 1974 年に創業し、1989年より品質向上に取り組んでいる。世界銀行・

日本人専門家による支援にはパイロットフェーズより参加しており、日本・現

地での研修を受講している。国家 QC サークル大会でも数多く入賞しており、

経営陣からの強いコミットメントがある。1970年代には多くの企業が生まれた

ものの、その多くは活動停止に追い込まれている。そのような中で SAP 社が

生き残っているのは、ひとえに QC サークル活動のおかげである。社内には「QC

文化」が根付いている。QC サークル活動による恩恵は大きく、他企業トップ

が取り入れないのは残念である。 

・ 2004年以降は、UEMOA地域品質向上プログラムの支援を受け、ISOへの移行

も進めている。当初は、QC サークルと ISOの推進は分離していたが、2009年
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に統合し、全社的な品質向上の取組みの中に QCサークル活動を取り込むこと

となった。それに伴い、QC サークルは「プロセス改善グループ (groupe 

d’amélioration de procéssus)」と名称変更したが、実質は QC サークル活動であ

る。ISO推進のため、品質担当者を高い給与で雇用したものの、現在は離職し

てしまい、2007、2008 年の間は活動が停滞していたが、その後再開できた。他

社に見られるが、ISO をゼロから始めるのは非現実的である。ISO も、認証取

得が目的となるのではなく、あくまでも企業経営の中にグッドプラクティスを

取り込むことが重視されるべき。 

・ QC サークル活動に従事しているのは主に生産ラインの従業員。年間を通し常

にコンペがあり、全員のモーティベーションも高い。その際重要なのは報償制

度であり、国家 QC大会で入賞したチームには、百万 FCFA(1 位)、70万 FCFA(2

位)、50 万（3 位）を与える他、入賞しなくとも成果をあげたチームには、社

内の報償制度により 7 万～5 万 FCFA を支払うこととしている。 

・ よい品質の製品を作ることで、消費者からの信頼を得られる。品質向上を根付

かるためには、消費者の意識を変えることも必要。 

・ なお、訪問時は、隣国の象牙海岸が内紛状態にあり、原材料の 80％を同国から

の輸入に依存する SAP 社の生産ラインは休止状態であった。 

   

受付にて「SAP 社、消費者の満足」    「QCサークルと ISO：進歩の証」 

   

社内にある QCサークル専用室      メンバーによる問題分析 

（注：QCサークル専用の部屋を設けているのは SAP 社のみ） 
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経営陣による品質向上への         QCサークルのユニフォーム 

コミットメント 

 

1 月 20 日（木） 

(11) SN-SOSUCO 社、バンフォラ（砂糖精製業、雇用数は約 6 千名で国内最大） 

・ 1960年代に国営企業としてスタートし、1998年に民営化。QCサークル活動は

1989 年に導入。1994 年には社内にてはじめて研修を実施し、ABMAQ にも加

盟。2001年には TPM(Total Productivity Management)研修、2004年には ISO研

修も受講しているが、主に実施しているのは QC サークル活動。ISO について

は現在作業手順の明確化を行っているが、QC サークルの蓄積があるため、や

りやすい。子会社の SOPAL 社（アルコール飲料製造）も QC サークル活動を

実施している。 

・ これまでに社員の大半（75％）が品質管理に関する研修を受講しており、QC

サークル活動のファシリテイターとして 60 名を育成。現在機能しているのは

11 の QC サークル（活発ではないものを除いた数）。品質管理担当者が定期的

にモニタリング・評価している。 

・ 民営化により経営母体が IPS 社に変わった後の QC サークル活動については、

少々混乱（turbulances）は見られたものの、トップからのコミットメントは得

られている。TPMを取り入れたのも IPS社の考えであり、品質管理を重視する

姿勢があった。 

・ QC サークル活動により、毎年数百万 FCFA の節約になっている。労働者が企

業に貢献する方法として有効。 

・ 困難な点として、①職場が分散しているため人を招集することが難しい、②無

償労働では限界があり、また現場レベルで解決できない問題もあるため、経営

陣からの支援が不可欠、③人員削減や繁忙期の場合も、人材の適正配置ができ
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ないため難しい（しかしこの時こそQCサークル活動をやらなくてはならない。

そのため、翌年度にフィードバックすることとしている）、④ISOと QC サーク

ル活動との統合も今後の課題。 

    

全部署での 5Sについて      品質政策と経営陣のコミットメント 

  

社内での 5S の掲示 

    

工場内の至るところで QC サークル活動により生産性が向上 

（左：スロープ上部の詰まりの改善、右：管の配置換えにより漏れをなくす） 
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(12) Winner Industrie社、ボボ・ディウラッソ（バッテリー製造） 

・ 1996/97 年より QC サークルを導入。2000/01 年に経営陣が変更したため一回

ABMAQ を退会したが、2007 年にまた復帰した。2010 年度の国家 QC サーク

ル大会では 1 位入賞。 

・ 現在は 3 サークルが活動（それぞれ 15 名、10 名、8 名、すべての部署より参

加できるようにしてある）。非識字者も多く、研修も実施している。 

・ QC サークル活動により、原材料（銅）の量を 15g から 11gに減らし、生産コ

ストの大幅な削減（99 百万 FCFA）につながった。また、導入以前の 1993/94

年には、機械の修繕はすべて他の技術者を呼んでおり、労働者は触ることがで

きなかったが、QC サークル活動により自らで修理・改善できるようになった

結果、外部からの技術者に依存しなくなり、コストの低減にもつながった。 

・ 現在は SAP 社のように ISO への移行を図り、昨年は研修も受講したがまだ何

も着手しておらず、難しい点も多い。また、象牙海岸の内紛により原材料調達

が難しい状態で、QC サークル活動がトッププライオリティとはなっていない。

経営陣に QC サークル、品質向上に向けたビジョンが共有されていないことが

課題。特に品質担当役員はフランス人であり、アジアや日本のアイデアを好ま

ないため、容易ではない。しかし品質政策はあるため、今後は、社内の全部署

に QCサークル活動を拡大したいと考えている。 

・ 他社は QCサークル活動をやめて ISOへの移行を図るところが多いが、Winner 

Industrie 社にとってはとても重要。というのも、①勤勉（discipline）という文

化、②労働者参加の原則により、皆の意見が聞かれるようになる（部門長と労

働者が話すことができ、距離を縮めることができる）。その結果、社会的な対

立から生じるリスクを抑えることができ、企業運営にとっては非常に重要。 

・ 政府は工業振興を優先課題にしているため、すべての企業に QCサークル活動

が普及できるとよい。 

  

訪問時は昼休み中であったが、一部操業していたラインにおいても、 

労働者が効率よく作業を進めていた（右）。全般として工場内の老朽化が目立つが、動線が

確保され整理整頓されていた（左）。 
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1 月 21 日（金） 

(13) JICAブルキナファソ事務所（森谷所長、小川所員、堀井企画調査員） 

・ 今後、UEMOA に電力・インフラ案件形成にかかる情報集収集に携わる長期専

門家を派遣予定（小川所員）。 

・ 保健セクターにおける TQM 研修（地域研修）をバンフォラでも実施している

が、保健省の政策と現場の取り組みの双方から盛り上げる必要があると感じて

いる。国家品質政策についても、枠組みは欧州などが作り、実施段階は QC サ

ークルなどの具体的な取組みが適切ではないかと感じる。カウンターパートの

保健省からも、QC サークル活動の拡充に熱心であるため、JICA の既存の取組

みとうまくつなげられればよい（堀井企画調査員）。 

 

(14) 在ブルキナファソ日本国大使館（村田参事官、野坂専門調査員、江頭理事官） 

・ 大使館では、今後「日本学（Japanese Studies）コース」を立ち上げる予定であ

り、その中で、日本のものづくりについても伝えていければよいと考える。ま

ずは平成 23 年度の講師派遣（広報文化）の枠組みを活用し、日本人専門家に

よりセミナー開催を企画してはどうか。 

・ カイゼン、QC サークルの普及にあたり、職業訓練学校（台湾による支援）の

カリキュラムの中に入れ込んでいくのも一案。ブルキナファソの技術者のレベ

ルが向上し、日本的なものつくりに対する知識・技術の蓄積も上がれば、中長

期的には日本企業も投資先として検討することが可能になるかもしれない。 
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別添別添別添別添 3    表表表表：：：：導入企業一導入企業一導入企業一導入企業一覧覧覧覧 

 

出所： 筆者作成(GRIPS/JICA（2010）より抜粋) 

注： 下線は 2009年 11月にヒアリングを実施した企業を示す。なお、QCサークルを試験的に導入している政府

機関はほかにも存在するが、年数が少ないためここでは割愛する。 

 


